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概 要 

 地球温暖化など現在の環境問題の特徴として、消費者としての市民、製造者としての企業、社会制度を

規定する行政がそれぞれ関与しているということが挙げられる。しかし、市民の環境に対する意識は高まっ

ている一方で、現状では実際の行動･結果に結びついていない。本研究では、LCA の概念を取り入れた

環境税（”LCA 的環境消費税”）の導入を提案し、これにより期待される効果について検討した結果を報告

する。 

 

   キーワード： 環境税，ライフサイクルアセスメント，環境配慮行動，サステナビリティ  

 

1. はじめに 
現在の社会問題を考える上で、「将来の世代の欲

求を満たしつつ、現在の世代の欲求も満足させるよう

な開発」という「持続可能な開発」の概念は、国際的

な共通理念となっている。 
我々は環境システム計測制御学会（EICA）のセミ

ナー「未来プロジェクトⅢ」に参加し、持続可能性（サ

ステナビリティ）をライフサイクルの視点で捉えることを

テーマに、議論を行ってきた。その中で本論文では、

現代社会において最も重要な課題の一つである環境

問題を対象に検討を行い、市民による環境配慮行動

を普及させる方法として、“LCA 的環境消費税”の導

入について提案する。 

2. 市民による環境配慮消費行動の重要性 
日常の市民生活の中で環境情報に接する機会が

増えていることもあり、地球温暖化などの環境問題に

対する意識は高まっている。また、多くの市民が自分

は環境配慮行動を行っていると認識しているという調

査結果もある 1)。しかし、こうした意識の高まりが、実

際に結果に結びついているとは言えないのが現状で

ある。例えば、2006 年度の、部門別の二酸化炭素排

出量（発電や熱の生産に伴う排出量を消費者に配分

して計算した間接排出量）の推移を見ると、全体の 3
割を占める民生部門からの排出量増加が目立つ

（2006 年度/基準年比で、業務その他部門+39.5％、

家庭部門+30.0％）2)。 
市民の環境意識と行動・結果が結びついていない

理由としては、複雑化・多面化した環境問題の内容

や現状を十分理解できず、具体的に何をすればいい

か分からないことや、自分の行動が環境に与える影

響（CO2 排出量など）が目に見えにくく、実感できない

ことなどが考えられる。住宅内における用途別のエネ

ルギー消費量に関して、居住者の認識と実際の消費

量との間に大きな乖離があるという調査結果もある 3)。 
このような状況の中、市民生活が環境に与える影

響を明確にし、環境問題に対する正しい理解を広め

る必要がある。そのためには、消費行動の及ぼす環

境負荷について、適切な情報をやりとりするシステム

が不可欠である。環境負荷を評価する指標の中に、

製品やサービスのライフサイクル全体（原料採取から

廃棄まで）における環境負荷を、定量的かつ総合的

に評価するライフサイクルアセスメント(LCA)の手法が

あり、近年、多く用いられるようになってきている。 
我々は、この LCA の概念が、市民の環境問題に

対する理解を深め、環境配慮消費行動を選択させる

上で重要な意味を持つと考えた。 

3. “LCA 的環境消費税”の導入効果 

3.1 “LCA 的環境消費税”とは 
今回提案する“LCA 的環境消費税”は、名前のと

おり LCA の考え方を取り入れた環境税であり、その

導入により期待される効果は、基本的には通常の環

学会誌「EICA」第 13 巻　第 2・3合併号（2008） 269



 

境税と同様に、（1）価格インセンティブ効果、（2）財

源効果、（3）アナウンスメント効果の 3 点となる。 
ただし、原則として市場に流通する商品・サービス

全てを課税対象とする点で、炭素税とは大きく異なる。

また、LCA を導入することで、原料採取、廃棄ステー

ジでの負荷が大きい資源枯渇問題と、運用ステージ

での負荷が中心の温暖化対策など、様々な環境影

響について、LIME などの手法を用いて統合的に評

価することも可能となる。 
その他、環境税導入に関する議論での主要な争

点については、以下のとおりとした。 
（1）税収中立 
納税者の負担が増加する税制度の導入は、国民

の理解を得られず導入自体が困難である。本検討で

は、消費税やエネルギー関係諸税を中心とする既存

の消費課税と相殺する形で導入し、税制中立を確保

することとした。 
（2）税収使途 
税収の使途について、本検討では消費税に代え

て導入することから、一般財源として社会福祉などに

運用するものとした。 
（3）税率 
 “LCA 的環境消費税”の概念から、消費課税収

入（2008 年度予算で 26.4 兆円）について、対象とな

る商品・サービスの LCA 評価に応じて配分することを

基本に税率を決定する。これにより、環境負荷の高い

商品には高い税率が、低い商品には低い税率が適

用される。 
“LCA 的環境消費税”の課税イメージを下図に示

す。 
 

 

3.2 ライフサイクル思考に基づく消費行動 
今日、企業の社会的責任（CSR）の一つとして、環

境配慮行動に対しては強い感心がもとれるようになっ

ており、多くの企業が、環境報告書などを通じて環境

情報を発信し、環境配慮活動のアピールを行ってい

る。しかし、それらの中にはイメージ先行で客観性を

欠くものも多い。また、LCA を用いた評価をしている

場合でも目的や範囲などが異なっているため、企業

間での比較は困難である。このため、市民にとって、

企業の環境配慮行動を客観的に評価することは難し

く、企業にとっても企業イメージ・ブランド力の向上に

結びつきにくい。 
これは、市場における消費行動においても同様で

あるといえる。環境ラベルなどはあるが、市民にとって

わかり易い情報とは言えず、商品の環境配慮性能・

環境負荷を客観的に判断することが難しい。その結

果、環境配慮消費行動は普及せず、企業にとっては、

「環境配慮製品を作っても買ってもらえない」という状

況となっているのが現状である。 
これに対して、“LCA 的環境消費税”は、商品やサ

ービスの環境負荷量が“税率（金額）”という消費者に

とって非常に身近でかつ強制力のある指標で表され

るため、商品等を選ぶときの判断材料として有効に活

用されると考えられる。また、変動税率による価格イン

センティブもあることから、環境配慮商品に対するニ

ーズが拡大し販売機会拡大に繋がるため、技術開発

の促進が期待できる。 
さらに、様々な社会場面で LCA を取り入れた環境

教育を実施・拡大することで、環境税導入効果を単な

る経済的動機で終わらせず、ライフサイクル志向や環

境配慮行動の普及につなげることができる。 

3.3 “LCA 的環境消費税”の課題 
“LCA 的環境消費税”だが、その実現に向けては、

以下のような課題が挙げられる。 
1） 環境負荷データの入手が困難 
2） 評価手法が統一化されていない 
3） 品目、輸入製品ごとの課税率の設定が困難 
4） オンラインサービス等の環境負荷評価が困難 
5） 中小企業における導入が困難 
6） 徴税コストの増加。 
 
いずれも困難な課題ではあるが、市民や企業、行

政、教育・研究機関など様々な主体の技術者が連携

して取り組むことで、解決しうるものと考えている。 

4. 持続可能な社会行動を目指して 
以上、“LCA 的環境消費税”の導入について検討

してきた。技術的、制度的に様々な課題があるものの、

“LCA 的環境消費税”を導入することで、社会全体が

広く関与しているという現代の環境問題の性質を浮き

彫りにし、市民や企業などの間で適切な環境情報コミ

ュニケーションを実現するための有効な手段になると

考えている。 
Fig.1: “LCA 的環境消費税”の課税イ��� 
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